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外 務 省

１．外国貿易障壁報告書は、米国通商代表部（ＵＳＴＲ）が、７４年通商法

に基づき毎年議会に対して提出することとされている米国の貿易相手国の

政策、慣行等に関する報告書。本年についても、２日、２００２年版同報

告書が発表された。

２．本件報告書に言及される項目は、米国の貿易相手国に対する関心を過去

の経緯とともに包括的に示すものであり、我が国に対し何らかの措置をと

ることを前提としたものではない。

しかしながら、同報告書においては、我が国に関する記述につき事実関

係や内容等につき正確ではない点も見られることから、こうした点につき

然るべく検討の上、迅速に反論する予定である。

３．尚、報告書全体は ホームページ にて閲覧可能である。USTR www ustr gov. .

（了）



（仮訳）

2002年外国貿易障壁評価報告書（抄）

９．サービス障壁（ .234）p

（２）自由職業サービス（ .236）p

日本では、法令、規制及び商慣行が複雑に絡み合い、外国企業及び個人によ

る専門分野サービスの提供が妨げられている。米国の自由職業サービスは極め

て競争力があり、輸出品としてのみならず、日本市場への他のサービスや製品

を輸出する米国業界のアクセスを促進する手段としても重要である。加えて、

米国の自由職業サービスは国際市場における広い経験から得た貴重な専門知識

を提供し、経済革新を刺激する。これらサービスの利用可能性が、米国企業が

日本での投資を決定する際の鍵となる要素であり、日本における外国直接投資

の環境改善の要である。

（イ）会計監査サービス・・・略

（ロ）法律サービス

米国弁護士は、１９７０年代以来日本における法律サービス市場へのアクセ

スの拡大、及び日本弁護士との提携の完全自由化を求めてきた。しかし、日本

弁護士連合会の強い反対と日本の官僚が消極的であることが、この目的を妨害

。 、 「 」（ 「 」している １９８７年以来 外国弁護士は 外国法事務弁護士 以下 外弁

とする）として日本国内において事務所を設立し、自国法に関する助言を与え

ることが認められているが 「外国弁護士による法律事務の取扱いに関する特、

別措置法」により制限が加えられている。

日本は、外国弁護士に関する規制のいくつかを自由化しているが、日本にお

ける国際的法律サービス分野での構造的欠陥である、日本弁護士と外弁との間

に認められる関係についての厳しい制限は依然として残されている。２００１

年１０月に日本政府に提出した規制改革イニシアティブの米側要望書で、米国

は、日本と外国の弁護士の提携の自由に対する禁止の撤廃が最優先課題である

ことを明らかにし、日本政府が、対等の法律専門職としての日本と外国の弁護

士に、顧客の必要に最も合致した提携の形式を自ら選択することを認めるよう

に求めた。また米国は、１９９５年に日本弁護士と外国弁護士に、パートナー

シップ形成を認めることの代替として認めた「特定共同事業」が弁護士と外国

法事務弁護士との間の効果的なチームワークに必要な枠組みを与えておらず、

同制度の更なる修正も日本における法律家のニーズを満たすものではないこと



を強調した。

米国はまた、外国弁護士が、日本弁護士を雇用すること、いわゆる「第三国

法 （外国弁護士の出身国以外の国の法律）について日本の弁護士と同じ条件」

、 、 、 （ ）、で助言を与えること 及び 専門職法人 ＬＬＰ 有限責任パートナーシップ

ＬＬＣ（有限責任コーポレーション）を設立することを認めるよう日本に対し

求めた。さらに、米国は、日本における外国弁護士への規制を改善するととも

に、日弁連及び強制加入団体である各単位弁護士会が外弁に影響を与える全て

の法律及び規則の改正及び施行に際し、彼らに効果的な参加の機会を与えるよ

う日本政府に求めた。

（了）






